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◆７～９月期の国民総生産(ＧＤＰ)の成長率
前期比(％) ポイント

 実質 0.5 年率1.9 輸出低迷、公共投資で支え

成長率 (0.9 年率3.8) ４四半期連続プラス

個人消費 0.1(0.6) 伸び悩む。

輸出 ▼0.6(2.9) ３四半期ぶりマイナス。

公共投資 6.5(4.8) 公共事業増で７四半期連続プラス。

住宅投資 2.7(0.4) 消費増税前駆込み６四半期連続プラス

設備投資 0.2(1.1) ３四半期連続プラスだが伸びが縮む。

名目成長率は、0.4、年率1.6、(1.1、年率4.3)でした。

十
四
日
、
７
〜
９
月
期
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
発
表
さ

れ
ま
し
た
。
個
人
消
費
が
伸
び
悩
み
、
４
〜
６

月
期
と
比
べ
、
年
率
３
・
８
増
か
ら
１
・
９
増

へ
と
落
ち
込
ん
で
い
ま
す(

左
記)

。

ア
ジ
ア
や
ア
メ
リ
カ
向
け
輸
出
が
低
迷
し
３

四
半
期
ぶ
り
に
マ
イ
ナ
ス
に
転
じ
た
ほ
か
、
安

倍
首
相
が
財
界
に
頼
ん
で
も
賃
上
げ
は
さ
れ
ず
、

個
人
消
費
の
伸
び
悩
み
は
深
刻
で
す
。

こ
の
ま
ま
来
年
４
月
に
消
費
税
増
税
が
強
行

さ
れ
れ
ば
、
左
中
グ
ラ
フ
が
示
す
通
り
、
５
％

以
上
の
落
込

み
を
多
く
の

経
済
の
プ
ロ

が
予
測
し
て

い
ま
す
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
第
一
の
矢
＝
異
次
元
の
金

融
緩
和
は
、
一
時
期
高
級
品
の
売
上
増
に
つ
な

が
り
ま
し
た
が
、
そ
れ
も
薄
れ
、
円
安
は
消
費

者
物
価
を
押
し
上
げ
、
相
変
わ
ら
ず
賃
金
は
減

り
っ
ぱ
な
し
で
す(

左
下
グ
ラ
フ)

。

消
費
税
を
導
入
し
た
竹
下
内
閣
も
、
３
％
か

ら
５
％
に
増
税
後
の
橋
本
龍
太
郎
内
閣
も
短
命

で
し
た
。
昨
年
、
消
費
増
税
法
を
「
３
党
合
意
」

で
ゴ
リ
押
し
し
た
野
田
内
閣
は
、
民
主
党
惨
敗
・

倒
閣
も
承
知
の
上
で
の
暴
挙
で
し
た
。

今
、
安
倍
内
閣
は
、
国
会
会
期
末
に
む
け
、

秘
密
保
護
法
等
の
成
立
に
前
の
め
り
に
な
り
、

補
完
勢
力
と
形
ば
か
り
の
修
正
を
し
、
国
民
の

反
対
を
押
し
切
っ
て
強
行
を
企
て
て
い
ま
す
。

ま
た
、
社
会
保
障
切
捨
て
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
法

案
を
、
衆
院
委
員
会
で
強
行
可
決
し
た
こ
と
に
、

国
民
の
怒
り
は
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

自
公
で
過
半
数
を
占
め
、
国
会
で
の
「
ね
じ

れ
」
は
解
消
さ
れ
て
も
、
安
倍
内
閣
と
国
民
と

の
「
ね
じ
れ
」
は
決
定
的
で
す
。

「
デ
フ
レ
下
で
消
費
増
税
は
し
な
い
」
と
し

た
安
倍
内
閣
が
、
デ
フ
レ
が
克
服
さ
れ
な
い
中

で
の
消
費
増
税
強
行
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

消
費
増
税
と
社
会
保
障
改
悪
の
同
時
強
行
は
、

暮
ら
し
と
中
小
企
業
の
経
営
の
破
壊
に
直
結
し
、

デ
フ
レ
不
況
を
よ
り
深
刻
化
さ
せ
ま
す
。

消
費
増
税
中
止
の
一
点
で
一
致
出
来
る
人
々

の
大
結
集
で
、
歴
史
的
大
闘
争
を
！

▼
国
家
安
全
保
障
会
議(

日
本
版

Ｎ
Ｓ
Ｃ)

や
秘
密
保
護
法
等
、
極
右
・

復
古
主
義
的
な
安
倍
内
閣
の
本
質
が

露
わ
に
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
も
「
ア

メ
リ
カ
言
い
な
り
」
路
線
に
そ
っ
て

加
速
さ
れ
て
い
る
▼
し
か
し
、
民
主

主
義
を
標
榜
す
る
ア
メ
リ
カ
と
そ
の
国
民
は
、

自
国
の
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
等
、
右
翼
的
勢
力

に
否
定
的
。
米
首
脳
の
中
に
は
、
安
倍
内
閣
の

危
険
性
を
危
惧
す
る
声
も
あ
る
と
か
。
「
ア
メ

リ
カ
言
い
な
り
」
の
つ
も
り
が
、
裏
目
に
出
な

い
と
も
限
ら
な
い
▼
右
翼
的
と
言
え
ば
維
新
の

会
。
新
た
な
統
一
戦
線
と
も
言
え
る
「
反
維
新
」

型
結
集
に
、
堺
、
岸
和
田
市
長
選
で
惨
敗
し
た
。

そ
れ
で
も
、
秘
密
保
護
法
案
で
自
公
に
擦
り
寄

り
、
秘
密
期
間
の
三
十
年
を
六
十
年
に
す
る
修

正
を
持
ち
出
し
た
。
た
だ
維
新
の
会
自
体
が
六

十
年
ど
こ
ろ
か
三
年
先
に
あ
る
の
か
ど
う
か
…

▼
消
費
増
税
を
実
施
し
た
内
閣
は
短
命
だ
っ
た
。

今
、
国
民
の
多
数
が
反
対
す
る
秘
密
保
護
法
を

今
国
会
で
強
行
す
れ
ば
…
。
安
倍
自
公
政
権
は

も
と
よ
り
、
そ
れ
に
擦
り
寄
っ
た
勢
力
に
未
来

は
あ
る
の
か
▼
秋
が
な
く
急
に
冬
が
き
た
今
年

の
気
候
の
よ
う
に
、
こ
う
し
た
反
国
民
的
政
権

と
そ
の
補
完
勢
力
に
、
急
に
冬
が
訪
れ
る
こ
と

も
あ
ろ
う
。
私
た
ち
の
闘
い
次
第
の
と
き
が
来

た
よ
う
だ
。

税
経
新
人
会
秋
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
は
、
十
一

月
二
十
三
日
、
新
大
阪
研
修
セ
ン
タ
ー
で
開
か

れ
、
沖
縄
か
ら
高
良
さ
ん
が
参
加
さ
れ
た
の
を

は
じ
め
、
西
日
本
各
地
の
税
経
新
人
会
員
が
数

多
く
参
加
し
ま
し
た
。

「
社
会
保
障
・
税
番
号
と
税
理
士
制
度
・
税

理
士
業
務
」
と
題
し
た
辻
村
祥
造
Ｐ
Ｉ
Ｊ(

プ

ラ
イ
バ
シ
ー
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ジ
ャ
パ
ン)

副
代
表
の
講
演
で
は
、
図
解
に
よ
る
分
か
り
や

す
い
説
明
と
と
も
に
、
民
主
党
政
権
時
代
の

「
給
付
つ
き
税
額
控
除
」
や
社
会
保
障
改
革
が

消
え
、
消
費
増
税
と
行
政
の
効
率
化
だ
け
が
残
っ

た
今
日
の
番
号
制
度
に
つ
い
て
述
べ
ら
れ
、
税

理
士
の
個
人
情
報
管
理
の
責

務
＝
盗
難
や
流
出
へ
の
対
応

等
に
つ
い
て
も
厳
格
な
管
理

の
必
要
性
が
あ
る
こ
と
が
示

さ
れ
ま
し
た
。

続
い
て
、
阿
部
徳
幸
関
東

学
院
大
学
教
授
か
ら
「
共
通

番
号
と
税
制
」
と
題
し
た
講

演
が
あ
り
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
に
も
ふ
れ
ら
れ
、
韓
国
の

現
金
領
収
制
度
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。
そ
の
中
で
、
複

数
税
率
の
問
題
点
や
調
書
の

拡
充
の
名
の
も
と
に
イ
ン
ボ

イ
ス
導
入
が
企
て
ら
れ
て
い

る
こ
と
、
所
得
課
税

中
心
が
消
費
課
税
中

心
に
移
行
さ
れ
よ
う

と
し
て
い
る
こ
と
が

述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

質
疑
・
討
論
で
は
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
い
っ

公
明
党
は
、
２
５
日
の
与
党
税
制

協
議
会
で
、
消
費
税
率
１
０
％
増
税

時
に
、
現
行
方
式
に
近
い
請
求
書
方

式
を
提
案
し
理
解
を
求
め
ま
し
た
。

し
か
し
、
左
表
の
と
お
り
、
財
務

省
は
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
が
不
可
欠
と

考
え
て
お
り
、
今
後
、
折
衝
が
続
け

ら
れ
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

た
だ
、
こ
の
公
明
党
案
で
実
際
に

企
業
の
負
担
が
軽
く
な
る
可
能
性
は

少
な
く
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
ソ
フ
ト

等
を
整
え
て
い
る
大
企
業
等
は
対
応

出
来
て
も
、
中
小
零
細
企
業
等
で
は
、

た
ん
番
号
制
度
が
入
っ
た
が
、
政
権
が
替
り
２

０
０
４
年
に
廃
止
さ
れ
た
こ
と
、
韓
国
で
は
中

小
業
者
の
調
査
が
あ
ま
り
行
わ
れ
て
い
な
い
こ

と
等
が
明
ら
か
に
さ
れ
る
な
ど
、
法
律
が
出
来

て
も
今
後
の
闘
い
の
重
要
性
が
、
全
体
と
し
て

浮
き
彫
り
に
な
っ
た
研
修
会
で
し
た
。

税
額
・
税
率
を
請
求
書
一
枚
一
枚
に
記
載
等
、

煩
雑
な
事
務
負
担
が
重
く
の
し
か
か
り
ま
す
。

ま
た
、
自
民
党
や
経
済
界
は
イ
ン
ボ
イ
ス
が
、

企
業
の
負
担
に
な
る
と
、
軽
減
税
率
導
入
自
体

に
反
対
し
て
お
り
、
財
務
省
の
「
税
収
が
減
る
」

危
惧
と
あ
い
ま
っ
て
、
軽
減
税
率
が
実
施
さ
れ

な
い
場
合
も
想
定
さ
れ
ま
す
。
い
ず
れ
に
し
て

も
中
小
零
細
企
業
い
じ
め
の
消
費
増
税
。
断
固

や
め
さ
せ
る
闘
い
が
、
今
、
大
切
で
す
。

(11月27日発送)
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発行責任者

志形 明秀

クローバル化を含めて研究する第53回税研全国集会

が下記のとおり開催されます。12月20日が申込期限で

すので、お早めに申込されるようお願いします。

日時：2014年1月11日(土)13時～12日(日)15時まで。

場所：蒲郡・西浦温泉ホテルたつき ☎0553-57-5111

参加費：12,000円、宿泊費(12日昼食含め)13,000円

申込先：㈱名古屋トラベル (Fax052-618-7801)

奮って参加しましょう！！

政府は、来年度予算

の税収を消費増税で4.6

兆円、企業業績や給与・

ボーナス改善で、法人

税・所得税の増収2～3

兆円と見込み、50兆円

規模としています。

安倍政権は「中期財

政計画」で2015年度に

赤字額を今年度の23兆

円から15兆円と8兆円

減らす目標にそい、来

年度は4兆円の赤字を

減らす。また、新たな借金が「前年度を上回らない」と

いう目標も立て、そのいずれもが達成出来る見通しが立っ

たとしています。

しかし、消費増税で景気が冷え込む可能性は大で、法

人税は企業業績次第、所得税は賃上げが出来るのかどう

か、「取らぬ狸の皮算用」にならないか、危惧を感じる

ところです。



◆ 橋 下 市 長 を 支 持 す る か

　 　 ↓ 支 持 す る 49 ( 6 1 )

　 　 支 持 し な い 31 ( 2 5 ) ↑
 注 ） (  ) 内 の 数 字 は 2/ 2 3～ 2 4分

◆ 松 井 知 事 を 支 持 す る か

　   ↓ 支 持 す る 44 ( 5 5 )

     支 持 し な い 30 ( 2 6 )↑

◆ 大 阪 都 構 想 へ の 賛 否

賛 成 32 反 対 37

◆地 下 鉄 民 営 化 に

賛 成55 反対 24

◆ 民 間 人 校 長 に

賛 成 38 反 対 43

◆意見公募では…
 ↓賛成12.9％

反対76.9％

◆朝日新聞では…
　↓賛成30％

反対42％

◆毎日新聞では…
　↓賛成29％

反対59％

◆産経新聞では…
 ↓今国会で成立12.8％

慎重審議82.5％

第
２
４
回
消
費
税
を
な
く
す
大
阪
の
会
は
、

十
一
月
十
六
日
、
国
労
会
館
で
開
か
れ
、
当
日

は
全
国
革
新
懇
と
ぶ
つ
か
り
、
４
７
名
の
参
加

で
し
た
が
元
気
の
出
る
総
会
と
な
り
ま
し
た
。

「
４
月
か
ら
の
増
税
は
キ
ッ
パ
リ
中
止
を
」

の
ス
ロ
ー
ガ
ン
の
も
と
で
開
か
れ
た
総
会
で
は
、

全
国
税
Ｏ
Ｂ
か
ら
川
田
五
郎
さ
ん(

泉
北
の
会)

、

戸
田
伸
夫
さ
ん(

寝
屋
川
の
会)

が
常
任
世
話
人

に
、
西
田
富
一
さ
ん(

城
東
区
の
会)

が
世
話
人

に
選
出
さ
れ
ま
し
た
。

引
続
き
、
二
宮
厚
美
神
戸
大
学
名
誉

教
授
の
「
安
倍
政
権
の
現
局
面
と
消
費

増
税
ス
ト
ッ
プ
運
動
の
意
義
」
と
題
し

た
講
演
で
は
、
安
倍
政
権
の
憲
法
９
条

(

集
団
的
自
衛
権
、
国
家
安
全
保
障
会
議
・

日
本
版
Ｎ
Ｓ
Ｃ
、
秘
密
保
護
法
、
防
衛

大
綱
見
直
し
等)

と
、
憲
法
２
５
条(

消

費
増
税
と
福
祉
国
家
型
財
政
原
則
の
転

換
等)

の
、
二
つ
の
解
釈
改
憲
が
企
ま
れ
、

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
第
三
の
矢
の
「
成
長

戦
略
」
が
「
世
界
で
一
番
企
業
が
活
動

し
や
す
い
国
」
づ
く
り
で
あ
り
、
「
労

働
者
が
一
番
働
き
に
く
い
国
」
で
あ
る

こ
と
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

な
か
で
も
、
消
費
増
税
と
結
び
つ
け
、

憲
法
２
５
条
に
基
づ
く
社
会
保
障
か
ら

「
み
ん
な
の
た
め
に
み
ん
な
が
つ
く
り

み
ん
な
が
支
え
る
」
美
名
の
も
と
に
共

助
・
連
帯
と
し
て
の
社
会
保
障
へ
の
転

換
、
生
活
保
護
、
医
療
、
介
護
、
年

金
、
保
育
の
切
捨
て
等
、
生
存
権
と

社
会
保
障
を
切
り
離
す
「
税
・
社
会

保
障
の
一
体
改
革
」
で
「
消
費
増
税

は
社
会
保
障
の
た
め
」
は
「
偽
装
表

示
」
だ
と
強
調
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
消
費
増
税
分
の
増
収
６
兆

円
を
企
業
減
税
等
に
回
す
反
国
民
的

性
格
に
対
す
る
国
民
の
怒
り
に
つ
い

て
も
述
べ
ら
れ
、
安
倍
政
権
の
悪
質

な
反
則
に
は
一
発
退
場
の
レ
ッ
ド
カ
ー

ド
を
突
き
つ
け
よ
う
と
、
一
点
共
闘

を
点
か
ら
線
に
し
面
に
す
る
多
面
的

展
開
な
ど
、
国
民
的
課
題
に
つ
い
て

も
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

そ
の
上
で
、
小
泉
「
原
発
ゼ
ロ
」

発
言
、
特
定
秘
密
保
護
法
で
の
言
論

界
の
動
向
、
さ
ら
に
は
５
月
３
日
憲

法
集
会
で
９
６
条
を
持
ち
出
し
た
反

則
に
包
囲
網
が
広
が
り
力
関
係
が
変

わ
っ
た
「
５
月
革
命
」
、
続
く
５
月

１
３
日
の
橋
下
市
長
「
慰
安
婦
暴
言
」
、

６
月
の
都
議
選
と
７
月
参
院
選
で
維

新
が
敗
れ
共
産
が
前
進
し
、
９
月
堺

市
長
選
で
そ
れ
を
決
定
づ
け
た
こ
と

等
か
ら
、
闘
い
の
展
望
も
示
さ
れ
、

参
加
者
が
勇
気
づ
け
ら
れ
る
講
演
に

な
り
ま
し
た
。

国
家
公
務
員
に
対
す
る
７
・

８
％
の
賃
下
げ
は
、
来
年
４

月
か
ら
取
止
め
が
決
ま
っ
た

よ
う
で
す
が
、
消
費
税
率
引

き
上
げ
時
期
と
重
な
る
こ
と

か
ら
、
政
府
は
「
国
民
に
負

担
を
求
め
る
一
方
、
公
務
員

給
与
を
実
質
的
に
引
き
上
げ

る
こ
と
に
な
り
、
批
判
を
招

く
」
と
懸
念
を
示
し
ま
し
た
。

維
新
・
松
井
幹
事
長
も

「
年
一
割
減
ら
せ
ば
３
兆
円

近
く
出
る
。
東
北
・
震
災
で

困
っ
て
い
る
皆
さ
ん
に
そ
の

お
金
を
付
け
れ
ば
い
い
」
と

述
べ
て
い
ま
す
。

賃
上
げ
で
消
費
増
税
を
カ

バ
ー
し
、
個
人
消
費
の
落
込

み
が
回
避
さ
れ
、
モ
ノ
が
売

れ
る
よ
う
に
な
り
、
企
業
が

潤
う
と
い
う
の
が
、
安
倍
内

閣
の
「
成
長
戦
略
」
の
「
好

循
環
コ
ー
ス
」
の
筈
で
し
た
。

こ
れ
に
全
く
反
し
、
政
府
や
維
新
等
補
完
勢

力
の
公
務
員
賃
下
げ
の
企
て
は
、
昨
年
の
人
事

院
の
「
報
告
」
の
中
の
「
高
齢
職
員
の
給
与
抑

制
」
だ
け
を
取
り
出
し
て
、
悪
用
す
る
可
能
性

も
出
て
き
て
い
ま
す
。

人
勧
を
も
無
視
し
た
違
法
な
賃
下
げ
は
来
年

３
月
迄
の
筈
で
す
。
そ
れ
を
「
公
務
員
い
じ
め
」

で
人
気
取
り
を
図
る
面
々
が
企
む
「
悪
だ
く
み
」
。

断
じ
て
許
し
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

十
一
月
二
〇
日
、
最
高
裁
は
昨

年
衆
院
選
を
「
違
憲
状
態
」
と
の

判
断
を
下
し
ま
し
た
。
そ
の
「
違

憲
状
態
」
の
衆
院
で
、
憲
法
違
反

の
特
定
秘
密
保
護
法
の
採
決
が
強

行
さ
れ
ま
し
た
。

安
倍
内
閣
は
、
こ
の
法
案
成
立

の
た
め
野
党
の
抱
き
込
み
を
図
り
、

み
ん
な
の
党
と
維
新
の
間
で
、
改

悪
と
も
と
れ
る
内
容
で
「
修
正
」

合
意
し
、
秘
密
保
護
法
の
今
国
会

で
の
成
立
を
企

て
て
い
ま
す
。

こ
の
秘
密
保
護
法
は
、
何
が
秘
密
な
の
か
も

秘
密
で
、
そ
の
本
当
の
狙
い
は
、
ア
メ
リ
カ
の

戦
争
に
憲
法
９
条
を
無
視
し
日
本
が
参
戦
す
る

た
め
、
国
民
の
目
、
耳
、
口
を
ふ
さ
ぎ
、
戦
前

の
機
密
保
護
法
や
治
安
維
持
法
と
同
様
に
、
国

民
を
弾
圧
す
る
も
の
で
す
。

朝
日
新
聞
二
〇
日
付
社
説
で
も
、
与
党
に
追

従
す
る
み
ん
な
の
党
や
維
新
に
対
し
「
議
論
は

尽
く
し
た
と
い
う
合
意(

口
実)

を
与
え
て
い
る

だ
け
」
「
そ
れ
が
『
１
強
時
代
』
の
与
党
の
流

儀
な
の
か
。
と
て
も
受
け
入
れ
る
こ
と
は
出
来

な
い
」
と
厳
し
く
批
判
し
て
い
ま
す
。

福
島
市
の
公
聴
会
で
公
述
人
全
員
が
反
対
し
、
、

多
数
の
国
民
の
反
対
は
明
白
で
す(

左
表)

。

十
一
月
二
十
一
日
、
日
比
谷
野
外
音
楽
堂
に

一
万
人
が
結
集
し
た
の
を
は
じ
め
、
全
国
各
地

で
数
多
く
の
人
が
集
ま
り
、
「
秘
密
保
護
法
の

廃
案
を
必
ず
」
と
決
起
し
て
い
ま
す
。

十
一
月
十
六
日
、
全
国
革
新
懇
が

堺
市
民
会
館
で
開
催
さ
れ
、
全
国
各

地
か
ら
一
七
〇
〇
名
が
参
加
し
、
元

気
に
明
る
く
交
流
し
ま
し
た
。

集
会
に
は
竹
山
堺
市
長
か
ら
メ
ッ

セ
ー
ジ
が
寄
せ
ら
れ
、
大
き
な
拍
手

が
巻
き
起
こ
り
ま
し
た
。

代
表
世
話
人
の
志
位
日
本
共
産
党

委
員
長
か
ら
①
日
本
の
情
勢
、
②
２

０
１
０
年
代
の
世
界
の
特
徴
、
③
安

倍
政
権
を
ど
う
と
ら
え
る
か
、
④
統

一
戦
線
の
現
状
と
展
望
の
、
四
つ
の

角
度
か
ら
解
明
し
「
い
よ
い
よ
革
新

懇
運
動
の
出
番
」
と
強
調
し
た
特
別

発
言
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
中
で
志

位
委
員
長
は
「
消
費
増
税
は
大
企
業

の
バ
ラ
マ
キ
と
一
体
で
“
社
会
保
障
・

財
政
再
建
の
た
め
”
と
い
う
理
屈
を
自
ら
壊
し

て
い
る
」
「
支
配
勢
力
な
り
に
説
明
す
る
論
理

が
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
な
く
な
っ
て
い
る
。
国
民

へ
の
説
明
責
任
ど
こ
ろ
か
、
説
明
能
力
が
な
く

な
っ
て
い
る
」
等
、
安
倍
政
権
の
暴
走
政
治
に

未
来
が
な
い
こ
と
を
述
べ
、
「
一
点
共
闘
を
発

展
さ
せ
、
革
新
懇
が
国
政
を
変
え
る
統
一
戦
線

へ
の
懸
け
橋
に
」
と
呼
び
か
け
ま
し
た
。

全
国
職
場
革
新
懇
で
は
、
各
地
、
各
職
場
で

の
報
告
が
相
次
ぎ
、
勇
気
づ
け
ら
れ
る
闘
い
の

経
験
も
数
多
く
出
さ
れ
ま
し
た
。

翌
十
七
日
は
、
エ
ル
大
阪
に
場
所
を
移
し
、

分
散
会
を
行
い
ま
し
た
。

－３－ －２－

朝日新聞・朝日放送による16～17

日の大阪府民を対象とした調査結果

は右グラフのとおりでした。

前回(2月23～24日)と比べ、松井

知事の支持率が11％、橋下市長の支

持率が12％下落し、いずれも過半数

を下回りました。

逆に「支持しない」は松井知事で

4％、橋下市長では6％増え、橋下市

長の「支持しない」理由では、「人

柄や言動」が15％から49％と３倍以

上に跳ね上がり、5月13日の「慰安

婦暴言」が大きく影響しています。

個別の政策では、大阪都構想と民

間人校長は反対が賛成を上回ってい

ますが、地下鉄民営化については、

賛成が過半数の55％、反対が24％と

なっています。

全体的に「橋下維新」の勢いはな

くなったものの、マスコミ等の影響

で、まだまだ「橋下人気」が衰えて

いないことも感じられます。

写
真
は
全
国
職
場
革
新

懇
の
模
様
で
す
。

⇒
異
常
な
財
界
中
心
政
治
の
結
果
、
唯
一
、
雇

用
者
報
酬
が
減
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
下
っ
た
日
本
。
沖

縄
で
は
基
地
撤
去
の
声
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。


